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四 半 期 報 告 書

１ 本書は四半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開

示用電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに目次及び頁

を付して出力・印刷したものであります。

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書に添付された四

半期レビュー報告書及び上記の四半期報告書と同時に提出した確認書

を末尾に綴じ込んでおります。
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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第58期

第２四半期
連結累計期間

第59期
第２四半期
連結累計期間

第58期

会計期間
自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日

自 平成30年４月１日
至 平成30年９月30日

自 平成29年４月１日
至 平成30年３月31日

売上高 (千円) 13,123,636 12,206,448 25,813,663

経常利益 (千円) 942,424 790,215 1,129,845

親会社株主に帰属する四半期(当期)純
利益

(千円) 787,302 479,511 924,994

四半期包括利益又は包括利益 (千円) 1,046,803 754,263 734,780

純資産額 (千円) 12,434,131 12,634,587 12,067,893

総資産額 (千円) 25,808,641 23,629,005 23,316,349

１株当たり四半期(当期)純利益金額 (円) 109.55 66.72 128.71

潜在株式調整後１株当たり
四半期(当期)純利益金額

(円) － － －

自己資本比率 (％) 45.34 50.42 48.85

営業活動によるキャッシュ・フロー (千円) 808,901 1,361,765 2,492,833

投資活動によるキャッシュ・フロー (千円) △745,003 △769,060 △1,367,980

財務活動によるキャッシュ・フロー (千円) 341,479 △1,085,158 △684,001

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(千円) 5,997,210 5,617,164 5,923,531

　

回次
第58期

第２四半期
連結会計期間

第59期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自 平成29年７月１日
至 平成29年９月30日

自 平成30年７月１日
至 平成30年９月30日

１株当たり四半期純利益金額 (円) 78.39 54.79

(注) １．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

４．「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、前第２四半期連結累計期間及び前連結会計年度に係る主要な経営指

標等については、当該会計基準等を遡って適用した後の指標等となっております。

２ 【事業の内容】

当第２四半期連結累計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)において営まれている事業の内容に

ついて、重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。
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第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、

投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は前事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等の

リスク」についての重要な変更はありません。

２ 【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判

断したものであります。

なお、「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を第１四半期

連結会計期間の期首から適用しており、財政状態の状況については、当該会計基準等を遡って適用した後の数値で前

連結会計年度との比較・分析を行っております。

　

(1) 財政状態及び経営成績の状況

当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、個人消費の回復や設備投資の増加等により、企業業績の改善

が進み、前連結累計期間と同様に緩やかな回復基調が続いております。

世界経済におきましては、アジアでは、中国を中心に個人消費が堅調に推移しました。米国では、堅調な企業業

績や雇用情勢の改善、個人消費の増加などを背景に、緩やかな回復基調が続きました。しかしながら、米中を中心

とした貿易摩擦や地政学的リスクなど、景気悪化の懸念も残っております。

当社を取り巻く業界において、自動車関連では、第１四半期連結累計期間と同様、全般的に新車の販売動向は減

少傾向にあります。家電分野では、東南アジア方面の需要は堅調に推移しておりますが、国内販売は伸び悩んでお

ります。医療機器関連では、高齢化社会や健康志向の増加に伴う医療ニーズを背景に、全世界的に市場は拡大を続

けております。

このような経済環境の中、当社グループにおきましては、付加価値の高い製品の受注と省力化に向けた生産体制

の強化を図ってまいりましたが、取引先の受注減に伴い、主要なセグメントであるプラスチック成形事業で売上が

減少いたしました。その結果、当第２四半期連結累計期間における業績は、売上高は122億６百万円と前年同四半

期と比べ９億１千７百万円(7.0％)の減収、営業利益は人件費をはじめとする固定費の高止まりにより５億４千４

百万円と前年同四半期と比べ４億６百万円(42.7％)の減益、経常利益は為替差益が増加したものの７億９千万円と

前年同四半期と比べ１億５千２百万円(16.2％)の減益、親会社株主に帰属する四半期純利益は法人税等の増加によ

り４億７千９百万円と前年同四半期と比べ３億７百万円(39.1％)の減益となりました。

なお、平成30年８月21日に発生いたしました豊武光電(蘇州)有限公司における火災についてですが、特に大きな

損害はなく、業績に与える影響は軽微でありました。
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セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

① プラスチック成形事業

当セグメントにおきましては、新工場稼働によりムトーテクノロジーハノイCO.,LTD.ではプリンター部品、

ムトー(タイランド)CO.,LTD.では一眼レフカメラ部品の売上が増加しましたが、自動車部品やスマートフォン

向けの電子ペンの売上は減少傾向にあります。その結果、当第２四半期連結累計期間において、売上高はセグ

メント間の内部売上高を含めて110億４千５百万円と前年同四半期と比べ８億７千６百万円(7.4％)の減収とな

り、セグメント利益(営業利益)は５億１百万円と前年同四半期と比べ４億３千６百万円(46.5％)の減益となり

ました。

② 精密プレス部品事業

当セグメントにおきましては、デジタルカメラ関連市場は縮小傾向にあり、売上減少が続いておりますが、

電子ペンや医療機器関連部品の売上は堅調に推移しました。その結果、当第２四半期連結累計期間において、

売上高はセグメント間の内部売上高を含めて10億２千６百万円と前年同四半期と比べ９千万円(8.1％)の減収

となりましたが、セグメント利益(営業利益)は９百万円と前年同四半期と比べ５百万円(147.1％)の増益とな

りました。

③ プリント基板事業

当セグメントにおきましては、設計部門では、複写機など民製品の設計業務が減少しましたが、パッケージ

基板の設計業務で売上が大きく増加しました。その結果、当第２四半期連結累計期間において、売上高はセグ

メント間の内部売上高を含めて１億７千３百万円と前年同四半期と比べ４千２百万円(32.1％)の増収となり、

セグメント利益(営業利益)は３千３百万円と前年同四半期と比べ２千４百万円(286.7％)の増益となりまし

た。

当第２四半期連結会計期間末の財政状態は、流動資産につきましては、前連結会計年度末に比べ１億７千万円減

少し、152億１千７百万円となりました。現金及び預金が３億５百万円、商品及び製品が３億８百万円、その他(流

動資産)が１億６千７百万円それぞれ減少し、受取手形及び売掛金が６億３千６百万円増加したことなどが主な要

因です。

固定資産につきましては、前連結会計年度末に比べ４億８千３百万円増加し、84億１千１百万円となりました。

有形固定資産が４億５千１百万円増加したことなどが主な要因です。

この結果、総資産は、前連結会計年度末に比べ３億１千２百万円増加し、236億２千９百万円となりました。

また、流動負債につきましては、前連結会計年度末に比べ２億８千３百万円減少し、71億１千８百万円となりま

した。短期借入金が７億７千万円減少し、1年内返済予定の長期借入金が１千５百万円、その他(流動負債)が３億

６千万円それぞれ増加したことなどが主な要因です。

固定負債につきましては、前連結会計年度末に比べ２千９百万円増加し、38億７千５百万円となりました。繰延

税金負債が９千３百万円増加し、長期借入金が７千３百万円減少したことなどが主な要因です。

この結果、負債の部は、前連結会計年度末に比べ２億５千４百万円減少し、109億９千４百万円となりました。

純資産につきましては、前連結会計年度末に比べ５億６千６百万円増加し、126億３千４百万円となりました。

利益剰余金が２億９千２百万円、為替換算調整勘定が２億１千８百万円それぞれ増加したことなどが主な要因で

す。
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(2) キャッシュ・フローの状況

当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物は、56億１千７百万円となり、前年同四半期と比べ３億

８千万円(6.3％)減少いたしました。

　当第２四半期連結累計期間に係る区分ごとのキャッシュ・フローの状況は以下のとおりであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における営業活動によるキャッシュ・フローにつきましては、税金等調整前四半期純

利益７億７千８百万円、非資金費用である減価償却費７億６千６百万円、たな卸資産の減少額２億６千６百万円及

び売上債権の増加額４億５千２百万円などにより、営業活動全体として13億６千１百万円の収入となり、前年同四

半期と比べ収入が５億５千２百万円(68.3％)の増加となりました。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における投資活動によるキャッシュ・フローにつきましては、有形固定資産の取得に

よる支出９億５千万円及び有価証券の純減額１億５千５百万円などにより、投資活動全体として７億６千９百万円

の支出となり、前年同四半期と比べ支出が２千４百万円(3.2％)の増加となりました。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

当第２四半期連結累計期間における財務活動によるキャッシュ・フローにつきましては、短期借入金の純減額８

億３千万円、配当金の支払額１億８千７百万円などにより、財務活動全体として10億８千５百万円の支出(前年同

四半期は３億４千１百万円の収入)となりました。

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

当第２四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

なお、経営方針・経営戦略、経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等につきましては、特に定

めておりません。

(4) 研究開発活動

該当事項はありません。

(5) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

当社グループの取り扱い品目は、デジタルカメラ、ビデオカメラ、カーナビゲーション、電子ペン部品等であ

り、個人消費の動向をはじめ全般的な景気動向が、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。また、

当社グループ内の取引は、基本的に米ドルによる取引であるため為替の動向次第では当社グループの業績に影響を

与える可能性があります。

当社グループといたしましては、これらの状況を踏まえて、主力のデジタル家電機器関連、自動車部品関連を中

心とした受注及び収益力の拡大を図り、更なる新事業を開拓するため、設備投資等による新技術の開発、業務の効

率化を図り、また、製造のグローバル化に対応するため海外企業間の直接取引を拡大し、連結業績の向上に努めて

まいります。

(6) 経営者の問題認識と今後の方針について

当社グループでは、各部署からの最新の情報等を入手し、今後の事業展開の判断材料となるよう全取締役、各部

署長及び海外現地社長による会議を毎週開催しております。また、経営環境の変化に速やかに対応できるよう、主

要な部署に取締役を配置しております。今後におきましても、取引先の要求に対して、高技術化、スピード化で対

応できるよう、当社グループ全体で機敏な営業展開に努めるとともに、積極的に新規分野への進出を視野に入れ事

業活動を展開してまいります。

３ 【経営上の重要な契約等】

当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 30,000,000

計 30,000,000

② 【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成30年９月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成30年11月９日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 7,739,548 7,739,548
東京証券取引所
ＪＡＳＤＡＱ
(スタンダード)

単元株式数は100株であ
ります。

計 7,739,548 7,739,548 ― ―

(2) 【新株予約権等の状況】

① 【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

② 【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成30年９月30日 ― 7,739,548 ― 2,188,960 ― 2,211,687
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(5) 【大株主の状況】

平成30年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式
(自己株式を
除く。)の

総数に対する
所有株式数
の割合(％)

田中 肇 岐阜市 484 6.74

ＮＯＲＴＨＥＲＮ ＴＲＵＳＴ
ＣＯ．(ＡＶＦＣ) ＳＵＢ Ａ／
Ｃ Ｉ．Ｍ．Ｆ．
(常任代理人 香港上海銀行東京支
店 カストディ業務部)

５０ ＢＡＮＫ ＳＴＲＥＥＴ ＣＡＮＡＲ
Ｙ ＷＨＡＲＦ ＬＯＮＤＯＮ Ｅ１４ ５
ＮＴ， ＵＫ
(東京都中央区日本橋三丁目11番１号)

330 4.60

株式会社大垣共立銀行 大垣市郭町三丁目98番地 328 4.58

株式会社十六銀行 岐阜市神田町八丁目26番地 270 3.77

名古屋中小企業投資育成株式会社 名古屋市中村区名駅南一丁目16番30号 247 3.44

ＢＢＨ ＦＯＲ ＦＩＤＥＬＩＴＹ
ＬＯＷ－ＰＲＩＣＥＤ ＳＴＯＣ
Ｋ ＦＵＮＤ
(ＰＲＩＮＣＩＰＡＬ ＡＬＬ
ＳＥＣＴＯＲ ＳＵＢＰＯＲＴＦ
ＯＬＩＯ)
(常任代理人 株式会社三菱ＵＦＪ
銀行)

２４５ ＳＵＭＭＥＲ ＳＴＲＥＥＴ ＢＯ
ＳＴＯＮ，ＭＡ ０２２１０ Ｕ．Ｓ．Ａ
(東京都千代田区丸の内二丁目７番１号)

238 3.31

ムトー精工従業員持株会 各務原市鵜沼川崎町一丁目60番地の１ 222 3.09

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目７番１号 220 3.06

国立大学法人岐阜大学 岐阜市柳戸１番１ 200 2.78

日本トラスティ・サービス信託銀
行株式会社(信託口)

東京都中央区晴海一丁目８番11号 157 2.19

計 － 2,699 37.57

(注) １．上記のほか当社所有の自己株式552千株があります。

２．上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口) 157千株

３．平成30年５月21日付で公衆の縦覧に供されている大量保有報告書において、ブラックロック・ジャパン株式

会社及びその共同保有者であるブラックロック・インターナショナル・リミテッド(ＢｌａｃｋＲｏｃｋ

Ｉｎｔｅｒｎａｔｉｏｎａｌ Ｌｉｍｉｔｅｄ)が平成30年５月15日現在で以下の株式を所有している旨が

記載されているものの、当社として当第２四半期会計期間末現在における実質所有株式数の確認ができませ

んので、上記大株主の状況には含めておりません。

なお、その大量保有報告書の内容は以下のとおりであります。

氏名又は名称 住所
保有株券等の数

(千株)
株券等保有割合

(％)
ブラックロック・ジャパン株式
会社

東京都千代田区丸の内一丁目８番３号 134 1.74

ブラックロック・インターナシ
ョナル・リミテッド
(ＢｌａｃｋＲｏｃｋ Ｉｎｔ
ｅｒｎａｔｉｏｎａｌ Ｌｉｍ
ｉｔｅｄ)

英国 エディンバラ センプル・スト
リート １ エクスチェンジ・プレー
ス・ワン

289 3.75
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(6) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

平成30年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)

― ―
普通株式 552,700

完全議決権株式(その他) 普通株式 7,179,400 71,794 ―

単元未満株式 普通株式 7,448 ― ―

発行済株式総数 7,739,548 ― ―

総株主の議決権 ― 71,794 ―

② 【自己株式等】

平成30年９月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数

(株)

他人名義
所有株式数

(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式
総数に対する
所有株式数
の割合(％)

(自己保有株式) 岐阜県各務原市鵜沼
川崎町一丁目60番地の１

552,700 ― 552,700 7.14
ムトー精工株式会社

計 ― 552,700 ― 552,700 7.14

２ 【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣府令

第64号)に基づいて作成しております。

２．監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間(平成30年７月１日から平成

30年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成30年４月１日から平成30年９月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１ 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成30年９月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 6,229,427 5,924,257

受取手形及び売掛金 4,430,420 5,066,799

電子記録債権 705,845 619,837

商品及び製品 1,023,736 715,009

仕掛品 685,250 852,759

原材料及び貯蔵品 1,583,245 1,503,795

未収入金 203,783 176,657

その他 527,460 359,572

貸倒引当金 △1,410 △1,430

流動資産合計 15,387,759 15,217,258

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物（純額） 1,933,516 2,199,236

機械装置及び運搬具（純額） 3,066,975 3,091,360

土地 1,166,268 1,173,523

リース資産（純額） 14,361 12,611

建設仮勘定 249,679 311,587

その他（純額） 753,770 847,354

有形固定資産合計 7,184,572 7,635,674

無形固定資産 242,025 235,787

投資その他の資産

投資有価証券 244,118 257,192

退職給付に係る資産 124,136 141,826

繰延税金資産 8,786 7,233

その他 127,836 136,917

貸倒引当金 △2,885 △2,885

投資その他の資産合計 501,992 540,285

固定資産合計 7,928,589 8,411,747

資産合計 23,316,349 23,629,005
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成30年９月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 ※2 2,474,712 ※2 2,501,889

短期借入金 2,585,000 1,815,000

1年内返済予定の長期借入金 1,253,262 1,268,266

未払法人税等 94,416 147,756

賞与引当金 208,681 239,291

その他 786,301 ※2 1,146,452

流動負債合計 7,402,373 7,118,656

固定負債

長期借入金 3,278,148 3,204,280

繰延税金負債 195,925 289,707

役員退職慰労引当金 140,506 138,413

退職給付に係る負債 208,188 224,673

その他 23,315 18,688

固定負債合計 3,846,083 3,875,762

負債合計 11,248,456 10,994,418

純資産の部

株主資本

資本金 2,188,960 2,188,960

資本剰余金 2,246,096 2,246,168

利益剰余金 8,112,409 8,405,064

自己株式 △397,883 △397,883

株主資本合計 12,149,581 12,442,309

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 20,038 32,151

為替換算調整勘定 △779,211 △560,657

その他の包括利益累計額合計 △759,173 △528,505

非支配株主持分 677,484 720,783

純資産合計 12,067,893 12,634,587

負債純資産合計 23,316,349 23,629,005
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年９月30日)

売上高 13,123,636 12,206,448

売上原価 10,695,204 10,167,451

売上総利益 2,428,431 2,038,997

販売費及び一般管理費 ※1 1,477,365 ※1 1,494,361

営業利益 951,066 544,635

営業外収益

受取利息 24,010 36,443

受取配当金 2,672 2,614

為替差益 － 218,445

その他 15,092 5,103

営業外収益合計 41,775 262,607

営業外費用

支払利息 38,989 16,925

為替差損 11,427 －

その他 － 102

営業外費用合計 50,416 17,027

経常利益 942,424 790,215

特別利益

固定資産売却益 6,498 4,702

特別利益合計 6,498 4,702

特別損失

固定資産売却損 101 －

固定資産除却損 4,081 16,104

特別損失合計 4,182 16,104

税金等調整前四半期純利益 944,740 778,814

法人税等 125,554 237,824

四半期純利益 819,186 540,989

非支配株主に帰属する四半期純利益 31,883 61,478

親会社株主に帰属する四半期純利益 787,302 479,511
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年９月30日)

四半期純利益 819,186 540,989

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 △3,568 12,113

為替換算調整勘定 231,185 201,160

その他の包括利益合計 227,617 213,273

四半期包括利益 1,046,803 754,263

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 986,278 710,179

非支配株主に係る四半期包括利益 60,525 44,084
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円)
前第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
　至 平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
　至 平成30年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 944,740 778,814

減価償却費 745,060 766,800

有形固定資産除却損 4,081 16,104

貸倒引当金の増減額（△は減少） － 20

賞与引当金の増減額（△は減少） 71,134 27,468

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 6,319 △2,093

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 6,882 10,982

受取利息及び受取配当金 △26,682 △39,057

支払利息 38,989 16,925

有形固定資産売却損益（△は益） △6,397 △4,702

売上債権の増減額（△は増加） △1,060,082 △452,578

たな卸資産の増減額（△は増加） △469,056 266,570

仕入債務の増減額（△は減少） 583,706 △34,440

未払消費税等の増減額（△は減少） 53,159 10,716

その他 16,371 83,919

小計 908,226 1,445,448

利息及び配当金の受取額 26,684 39,034

利息の支払額 △40,231 △16,285

法人税等の支払額 △88,451 △108,168

法人税等の還付額 2,673 1,737

営業活動によるキャッシュ・フロー 808,901 1,361,765

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △275,086 △277,067

定期預金の払戻による収入 294,251 275,596

有価証券の純増減額（△は増加） △296,178 155,089

有形固定資産の取得による支出 △471,324 △950,917

有形固定資産の売却による収入 9,321 7,924

無形固定資産の取得による支出 △4,917 △8,427

投資有価証券の取得による支出 △613 －

その他 △455 28,740

投資活動によるキャッシュ・フロー △745,003 △769,060

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） △1,297,700 △830,000

長期借入れによる収入 2,300,000 600,000

長期借入金の返済による支出 △657,845 △658,864

自己株式の取得による支出 △78 －

子会社の自己株式の取得による支出 － △713

配当金の支払額 △119 △187,091

その他 △2,776 △8,489

財務活動によるキャッシュ・フロー 341,479 △1,085,158

現金及び現金同等物に係る換算差額 63,847 186,086

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 469,225 △306,367

現金及び現金同等物の期首残高 5,527,985 5,923,531

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1 5,997,210 ※1 5,617,164
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【注記事項】

(四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日 至 平成30年９月30日)

(税金費用の計算)

海外連結子会社の税金費用については、当第２四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に

対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算す

る方法を採用しております。

(追加情報)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日 至 平成30年９月30日)

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号 平成30年２月16日）等を第１四半期連

結会計期間の期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示しております。

　

(四半期連結貸借対照表関係)

　１ 受取手形裏書譲渡高

前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成30年９月30日)

受取手形裏書譲渡高 9,808千円 7,123千円

　

※２ 四半期連結会計期間末日満期手形

四半期連結会計期間末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理しております。

　なお、当第２四半期連結会計期間末日が金融機関の休日であったため、次の四半期連結会計期間末日満期手形

が、四半期連結会計期間末残高に含まれております。

前連結会計年度
(平成30年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成30年９月30日)

支払手形 29,709千円 26,420千円

設備関係支払手形 －千円 8,120千円

(四半期連結損益計算書関係)

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は、次のとおりであります。

前第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
至 平成30年９月30日)

発送運賃 427,561千円 374,312千円

報酬及び給与 484,427千円 480,077千円

賞与引当金繰入額 61,510千円 54,562千円

退職給付費用 5,156千円 6,241千円

役員退職慰労引当金繰入額 6,319千円 6,374千円

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとお

りであります。

前第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
至 平成30年９月30日)

現金及び預金 6,302,401千円 5,924,257千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △305,190千円 △307,092千円

現金及び現金同等物 5,997,210千円 5,617,164千円

決算短信（宝印刷） 2018年11月08日 10時11分 19ページ（Tess 1.50(64) 20180621_01）



― 16 ―

(株主資本等関係)

前第２四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日)

１．配当金支払額

無配のため該当事項はありません。

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

該当事項はありません。

当第２四半期連結累計期間(自 平成30年４月１日 至 平成30年９月30日)

１．配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年６月26日
定時株主総会

普通株式 186,855 26.00 平成30年３月31日 平成30年６月27日 利益剰余金

２．基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の末日

後となるもの

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成30年11月９日
取締役会

普通株式 57,494 8.00 平成30年９月30日 平成30年12月11日 利益剰余金
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(セグメント情報等)

【セグメント情報】

Ⅰ 前第２四半期連結累計期間(自 平成29年４月１日 至 平成29年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント
調整額

四半期連結
損益計算書
計上額

プラスチック
成形事業

精密プレス
部品事業

プリント基板
事業

計

売上高

外部顧客への売上高 11,915,450 1,081,235 126,950 13,123,636 － 13,123,636

セグメント間の内部
売上高又は振替高

7,146 35,805 4,437 47,388 △47,388 －

計 11,922,596 1,117,041 131,387 13,171,024 △47,388 13,123,636

セグメント利益 938,614 3,784 8,667 951,066 － 951,066

(注）セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。

Ⅱ 当第２四半期連結累計期間(自 平成30年４月１日 至 平成30年９月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

報告セグメント
調整額

四半期連結
損益計算書
計上額

プラスチック
成形事業

精密プレス
部品事業

プリント基板
事業

計

売上高

外部顧客への売上高 11,030,490 1,002,371 173,586 12,206,448 － 12,206,448

セグメント間の内部
売上高又は振替高

15,389 24,452 － 39,842 △39,842 －

計 11,045,880 1,026,824 173,586 12,246,290 △39,842 12,206,448

セグメント利益 501,765 9,349 33,520 544,635 － 544,635

(注）セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と一致しております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

　該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１株当たり四半期純利益金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

項目
前第２四半期連結累計期間
(自 平成29年４月１日
至 平成29年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自 平成30年４月１日
至 平成30年９月30日)

１株当たり四半期純利益金額 109円55銭 66円72銭

(算定上の基礎)

親会社株主に帰属する四半期純利益金額(千円) 787,302 479,511

普通株主に帰属しない金額(千円) － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期純利益
金額(千円)

787,302 479,511

普通株式の期中平均株式数(株) 7,186,876 7,186,764

(注) 潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

２ 【その他】

第59期（平成30年４月１日から平成31年３月31日まで）中間配当について、平成30年11月９日開催の取締役会にお

いて、平成30年９月30日の株主名簿に記録された株主に対し、次のとおり中間配当を行うことを決議いたしました。

① 配当金の総額 57百万円

② １株当たりの金額 8円00銭

③ 支払請求権の効力発生日及び支払開始日 平成30年12月11日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

平成30年11月９日

ムトー精工株式会社

取締役会 御中

有限責任 あずさ監査法人

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 豊 田 裕 一 印

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士 大 橋 敦 司 印

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているムトー精工株式

会社の平成30年４月１日から平成31年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会計期間(平成30年７月１日から平

成30年９月30日まで)及び第２四半期連結累計期間(平成30年４月１日から平成30年９月30日まで)に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシ

ュ・フロー計算書及び注記について四半期レビューを行った。

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して四半期連結

財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない四半期連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務諸表に対す

る結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と

認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認

められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、ムトー精工株式会社及び連結子会社の平成30年９月30日現在の財

政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示し

ていないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

(注) １．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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【表紙】

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 東海財務局長

【提出日】 平成30年11月９日

【会社名】 ムトー精工株式会社

【英訳名】 MUTO SEIKO CO.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 田 中 肇

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。

【本店の所在の場所】 岐阜県各務原市鵜沼川崎町一丁目60番地の１

【縦覧に供する場所】 株式会社東京証券取引所

(東京都中央区日本橋兜町２番１号)
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１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当社代表取締役社長田中 肇は、当社の第59期第２四半期（自 平成30年７月１日 至 平成30年９月30日）の四

半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを確認いたしました。

　

２ 【特記事項】

確認に当たり、特記すべき事項はありません。
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